
4

第１章　京 都 府 財 政 状 況

第１　令和３年度当初予算について

１　予 算 編 成 方 針

新型コロナウイルス感染症の影響が、医療、経済活動にとどまらず、日々の生活、働き方、

教育から文化、介護・福祉、地域社会に至るまで、あらゆる分野に及ぶ中、府民の皆様の命と

健康を守る感染症対策に最優先に取り組むとともに、大きな影響を受けている府民生活と事業

者の事業運営を支え、一丸となってこの危機を克服しなければなりません。また、コロナ禍で

の変化や気づきを踏まえて、府民一人ひとりの活躍につながる社会を再構築することが必要で

あり、コロナ禍を契機に更なる成長を遂げ、飛躍したPOSTコロナ社会を目指すことが重要

です。

今回の当初予算では、京都府総合計画で掲げた、一人ひとりの夢や希望が全ての地域で実現

できる京都府を目指して、コロナ禍においても確実に進む人口減少・少子高齢化にも対応しな

がら、京都の文化、観光資源が持つ「本物」の魅力や強み、脈々と受け継がれてきた人と人と

の絆や地域とのつながりを大切にし、生活様式の変化に対応した施策を府域全体で展開するこ

とにより、未来に夢や希望が持てる新しい京都を実現するため、「命・健康・生活・事業を守

るコロナ対策」をはじめとする７つの柱を軸に、「コロナ危機克服・新しい京都実現予算」と

して、予算を編成しました。

一方で、こうした施策を支える京都府財政の状況については、府税収入が、新型コロナウイ

ルス感染症の影響による府内景気の低迷を反映し、法人２税で約213億円の減収となるなど、

全体として2,530億円と前年度に比べ260億円の減収を見込んでいることに加え、社会保障関係

経費で約53億円の増が見込まれるなど、極めて厳しい財政状況が続いております。

このため、WITHコロナ・POSTコロナ社会を踏まえ、積極的に事業の見直しを行うとともに、

更なる歳入確保に取り組むなど、約75億円の行財政改革を行うことにより、施策の展開に必要

な財源の確保に努めております。併せて、デジタル社会にふさわしい行政サービスの提供を実

現し、府民の利便性向上を図っているところです。
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この結果、令和３年度一般会計の当初予算額は、前年度と比較して114.8％の１兆350億7,900

万円となり、国の経済対策を活用した令和２年度補正予算を合わせると１兆987億300万円と、

14 ヶ月予算対前年度比でも119.7％となります。

２　 一 般 会 計

令和３年度一般会計当初予算は１兆350億7,900万円で、前年度（9,018億5,300万円）に比べ

ると、1,332億2,600万円、14.8％の増となっています。

（1）  歳 入

令和３年度当初の歳入予算については、府税収入が、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る府内景気の低迷を反映し減収となるなど、極めて厳しい財政状況が続いております。

当 初 予 算（一般会計歳入）

（単位：百万円）

款
令和２年度 令和３年度 増減

－

対前年度比

/予算額 構成比 予算額 構成比

府 税｛
法 人 ２ 税 91,984

％
10.2 70,695

％
6.9 △21,289

％
76.9

上 記 以 外 187,016 20.7 182,305 17.6 △4,711 97.5

計 279,000 30.9 253,000 24.5 △26,000 90.7

地方消費税清算金 117,000 13.0 111,200 10.7 △5,800 95.0

地 方 譲 与 税 46,869 5.2 30,025 2.9 △16,844 64.1

地 方 特 例 交 付 金 1,190 0.1 2,172 0.2 982 182.5

地 方 交 付 税 162,600 18.0 179,500 17.3 16,900 110.4

交 通 安 全 交 付 金 400 0.0 400 0.0 0 100.0

分 担 金・負 担 金 1,252 0.1 1,194 0.1 △58 95.4

使 用 料・手 数 料 12,199 1.4 11,850 1.2 △349 97.1

国 庫 支 出 金 75,169 8.3 122,215 11.8 47,046 162.6

財 産 収 入 1,491 0.2 1,494 0.1 3 100.2

寄 附 金 99 0.0 239 0.0 140 241.4

繰 入 金 13,987 1.6 15,361 1.5 1,374 109.8

繰 越 金 500 0.1 500 0.1 0 100.0

諸 収 入 83,914 9.3 167,648 16.2 83,734 199.8

府 債 106,183 11.8 138,281 13.4 32,098 130.2

合 計 901,853 100.0 1,035,079 100.0 133,226 114.8

参

考

一 般 財 源 651,190 72.2 653,091 63.1 1,901 100.3

特 定 財 源 250,663 27.8 381,988 36.9 131,325 152.4

※一般財源には臨時財政対策債及び減収補塡債を含む
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（2）歳 出

令和３年度当初の歳出予算については、未来に夢や希望が持てる新しい京都を実現するため

の予算、「コロナ危機克服・新しい京都実現予算」として、国の経済対策も十分に活用しながら、

令和２年度２月補正予算と一体的に14 ヶ月予算として編成しました。

１４ヶ月予算の概要

令令和和３３年年度度 当当初初予予算算

令令和和２２年年度度 ２２月月補補正正予予算算
（（国国第第３３次次補補正正予予算算分分））

2

令和３年度当初予算等の体系

１

２

命・健康・生活・事業を守るコロナ対策

府民の暮らし安心強化

３ 子育て環境日本一に向けた取組強化

４

５

６

７

文化首都・京都から伝える文化の力

京都産業の強み再構築

防災対策等の強化

魅力ある地域づくり・基盤整備

命・健康・生活・事業を守るコロナ対策

4

予算規模 ２，４１２億円台（１４ヶ月予算）

６８８億円規模

１，５７７億円規模

緊急事態宣言の影響を踏まえた緊急対策
ＷＩＴＨコロナ・ＰＯＳＴコロナの中小企業支援

１４７億円規模

ひとり親家庭等支援、生活福祉資金、学校のコロナ対策
非正規雇用女性・学生の就労支援強化 など

（１）医療提供体制等の確保と感染防止

（２）京都経済を支える対策

（３）生活・雇用の安心強化

ワクチン接種体制の確保、医療提供体制の確保など

冬季に入り、新型コロナウイルス感染症が再び猛威を振るう中、 １月

１３日には京都府にも新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が再発
出された。

府民の皆様の命と健康を守る感染症対策に最優先に取り組むととも

に、大きな影響を受けている府民の生活と事業者の事業運営を支え、
一丸となってこの危機を克服する決意。

併せて、時代の変化に適応した施策を展開し、ＰＯＳＴコロナの夢や希
望が持てる新しい京都府の実現につなげるため、国の経済対策を活用
しながら切れ目のない１４ヶ月予算として編成。

1

予算編成の基本方針

コロナ危機克服・新しい京都実現予算

3

１．命・健康・生活・事業
を守るコロナ対策

（１）医療提供体制等の確保と感染防止

ワワククチチンン接接種種体体制制確確保保事事業業費費 11..55億億円円規規模模151百百万万円円新新

新型コロナウイルスワクチン接種の実施

5

ポイント

医療従事者に続き、高齢者、その他一般府民への接種を順次開始
接種

医療従事者への接種は２月下旬に体制整備、以降接種開始

相談
体制

コールセンター（土日・祝含む）の設置（３月予定）

副反応等の専門相談に関する問い合わせに対応

適正流通、接種体制確保を行うワクチン接種チームを立ち上げ（１月１５日）
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（１）医療提供体制等の確保と感染防止

医医療療提提供供体体制制等等のの確確保保

感感染染防防止止対対策策

医療従事者の負担軽減や特殊勤務手当等の支給支援

受入病床等の確保

宿泊療養施設の運営等

自宅療養者の生活支援（自宅療養安心パックの配送等）

検査体制確保、ＰＣＲ検査自己負担相当額の公費負担等

35,806百百万万円円

6

営業時間の短縮要請に協力いただいた事業者への協力金
社会福祉施設の感染防止対策

※ 市町村も一部負担

597百百万万円円

5,634百百万万円円

771百百万万円円

711百百万万円円

1,676百百万万円円

20,300百万円

（２）京都経済を支える対策

府府内内産産農農産産物物継継続続生生産産支支援援事事業業費費 44千千万万円円規規模模40百百万万円円

飲食店の営業自粛等により影響を受けた、農産物の再生産の取組を支援

拡拡

対象経費：舞台制作活動、会場使用料、感染防止対策費等
補 助 率：２／３（上限500千円）

支援の内容

公演時間や入場者数が制限され、公演実施が困難な舞台芸術団体等を支援

WITHココロロナナ文文化化活活動動支支援援事事業業費費 22千千万万円円規規模模25百百万万円円新新

支援対象品目

京野菜 茶 花き・
花木

文化庁支援制度の対象にならない若手団体等を支援

補正

補正

8

10

（３）生活・雇用の安心強化

ひひととりり親親家家庭庭等等見見守守りり・・生生活活応応援援事事業業費費 11..99億億円円規規模模199百百万万円円拡拡

ひとり親家庭等の子ども・親をあらゆる面から支援
ポイント

子どもの見守り、就労・生活支援などトータルサポート

見守り

生活
支援

子ども食堂・こどもの居場所を強化

遠距離移動を要する子どもの送迎経費を支援

感染症対策経費を支援し安心・安全な利用を促進

ひとり親家庭自立支援センターでの相談体制強化
（令和３年度も心理カウンセラーの配置を継続（Ｒ２．１２～））

子ども食堂等の運営に携わる人材育成・確保を支援

7

（２）京都経済を支える対策

｢｢観観光光･･伝伝統統･･食食関関連連」」産産業業連連携携事事業業緊緊急急支支援援費費 55..00億億円円規規模模

特に深刻な打撃を受けている「観光・伝統・食関連」産業を緊急支援

新新

支援のポイント

コロナ禍での難局を乗り越えるため、企業が連携し工夫を凝らした取組を支援

連携事業緊急支援補助金
補助率2/3 連携企業数に応じて最大500万円を補助

宿泊受験生に対し、ホテル・旅館等が合同で｢お宿で食べる受験弁当｣を提供

（取組例）

水産仲卸業者と小売業者等が提携し、調理不要の海鮮鍋セットを通信販売

500百百万万円円
補正

9

（２）京都経済を支える対策

金金融融・・経経営営一一体体型型支支援援体体制制強強化化事事業業費費 33..44億億円円規規模模345百百万万円円

金融機関と経営支援団体が一体的となった支援体制を構築

新新

ポイント

中小企業の倒産・廃業や返済不能を防ぐため、経営改善を支援

金融機関と経営支援団体が一体となった支援ネットワークを形成

チャレンジ補助金（中小企業者 上限80万円 １/２補助等）を新たに創設

新事業展開のための店舗改装や設備導入経費

ｅコマース実施のためのＨＰ整備や決済システム導入経費
【支援例】

中中小小企企業業金金融融支支援援費費 11555555..00億億円円規規模模155,503百百万万円円

金融機関への預託、利子補給を実施

府市協調

府市協調

11

（３）生活・雇用の安心強化

非非正正規規雇雇用用女女性性就就労労促促進進事事業業費費 33..33億億円円規規模模334百百万万円円新新

コロナ禍で離職や解雇にあった女性の就労を支援

ポイント

相談から就労まで一体的にサポート

相談

就労
支援

ジョブパークに、アウトリーチを行う巡回相談員を新たに配置
（働きたい女性へのアプローチ強化）

マザーズジョブカフェにキャリアカウンセラーを新たに配置

多様なニーズに対応した職業訓練やスキルアップセミナーを実施

個別・ミニ企業説明会を７０回程度実施
（就職機会の拡大）
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（３）生活・雇用の安心強化

ＳＳＴＴＯＯＰＰ氷氷河河期期・・学学生生就就職職応応援援事事業業費費 55千千万万円円規規模模58百百万万円円新新

徹底した就職機会の確保と卒業後の早期離職防止等を支援
ポイント

第２の就職氷河期世代を生み出さない

高
校
生

大
学
生

高校と企業のつながりを強化し、就職活動における選択肢を拡大

新卒人材を求める企業に特化した、未内定者向けの合同説明会を開催

高校教諭を対象に企業経営者との交流会や企業見学会等を実施

大学入学から卒業までの段階的な就職支援プログラムを実施

12

府民の暮らし安心強化

総総合合医医師師確確保保対対策策費費のの一一部部 33千千万万円円規規模模33百百万万円円新新

ポイント

舞鶴地域で不足する麻酔科医の確保

医師偏在の解消に向けた包括的な診療体制の構築

14

舞鶴地域麻酔診療支援センター（仮称）の設置

（複数病院間で勤務する仕組みを構築）

府民の暮らし安心強化

ひひととりり親親家家庭庭等等ああんんししんん生生活活支支援援事事業業費費（（一一部部再再掲掲）） 2200..22億億円円規規模模2,027百百万万円円拡拡

ひとり親家庭

離離職職者者再再就就職職支支援援事事業業費費（（一一部部再再掲掲）） 1133..77億億円円規規模模1,371百百万万円円拡拡

離職者

16

ひとり親家庭の学習・子育て・生活・就労を総合的に支援

相談から就労に向けた訓練、マッチングまで再就職を一体的に支援

13

２．府民の暮らし安心強化

府民の暮らし安心強化

生生涯涯現現役役活活躍躍人人材材育育成成支支援援ププロロジジェェククトト事事業業費費 99千千万万円円規規模模92百百万万円円

生涯現役クリエイティブセンターを開設

新新

（京都経済センター内に開設予定）

ミドル・シニア向け実践的教育（産業人に必要な学び直しの機会）の不足

WITHコロナ・POSTコロナ社会での労働力の需給バランスや必要とされる能力の変化

生涯現役クリエイティブセンター

開設の背景

生涯学び続けられる社会の実現に向けた総合的な支援拠点を開設

キャリアチェンジ・アップとともに、社会・地域貢献までワンストップで支援

15

人生１００年時代を迎え、ミドル・シニア層の幅広い社会参加の促進が必要

相談からリカレント教育の提供、労働移動まで、大学や経済界と連携して実施

17

３．子育て環境日本一に向けた取組強化
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子育て環境日本一に向けた取組強化

18

令和２年度 コロナの影響もあり安心・安全確保対策を中心とした取組を実施

妊婦に対するＰＣＲ検査の助成（４月～） 全国初

「きょうと子育て応援レーン」の設置（７月～）
「外出・移動支援モデル事業」の実施（２月～）
企業における多様な働き方の導入ニーズへの対応 など

全国初

全国初

令和３年度

引き続き、安心・安全対策確保は重点的に実施

「WITHコロナ・POSTコロナ戦略」を踏まえた取組を展開

子子どどももやや子子育育てて世世代代をを社社会会全全体体ででああたたたたかかくく「「見見守守りり支支ええ合合うう」」取取組組をを展展開開

（中間とりまとめ）

「mamaro®︎」
移動式授乳室

子育てしやすいまちの実現

拡拡

子育てにやさしいまちづくりに取組む市町村のモデル事業を募集
２／３補助（上限３０，０００千円）

等を拠点として様々な主体と連携した「子育てにやさしいまち」の整備

（想定イメージ）

廃校や公園等の整備による地域の子どもの居場所づくり

交流施設の整備等による子どもと親の交流の場づくり

空き店舗等を活用したコワーキングスペース等の整備・運営 等

ポイント

子子育育ててににややささししいいままちちづづくくりり事事業業費費 11..55億億円円規規模模

子どもの居場所、子ども・親子の交流の場、子育て中のパパママの仕事場

20

150百百万万円円

子育てにやさしい風土づくり

22

子子育育ててににややささししいい風風土土づづくくりり事事業業費費 22千千万万円円規規模模29百百万万円円

オール京都の「きょうと子育て環境日本一サミット」を展開

行政、経済団体、保育・教育団体等のトップによる「共同声明」の発信

各広域振興局においても地域サミットを開催し、府域全体で気運を醸成

子育てをあたたかく見守り支える気運を醸成

育児に役立つ商品等の体験ができる「子育て応援見本市」を開催

拡拡

ポイント

19

子育て環境日本一に向けた取組強化

子子育育てて環環境境日日本本一一推推進進会会議議（（仮仮称称））設設置置費費 44百百万万円円規規模模4百百万万円円

子育て環境日本一推進会議（仮称）

部会を設置し、課題の深掘りや課題解決に繋がる新たな取組を検討

まちづくり部会 風土づくり部会 職場づくり部会

地域会議

広域振興局を中心に、地域団体等と連携した各地域の主体的な取組を推進

連携 連携

新新

社会全体であたたかく見守り支え合うオール京都の推進体制を構築

（サミットの開催等）

子育てしやすいまちの実現

21

新新 妊妊産産婦婦包包括括支支援援事事業業費費 11..11億億円円規規模模

産後ケア事業の利用促進支援や妊産婦に対する育児・家事支援の充実等

産後うつ等を防ぐため包括的に支援

不不妊妊治治療療給給付付等等事事業業費費 1111..88億億円円規規模模1,186百百万万円円
一部補正

拡拡

特定不妊治療助成制度の拡充（所得制限の撤廃等）

次次世世代代型型学学力力・・学学習習状状況況調調査査研研究究事事業業費費 11千千万万円円規規模模新新

ＩＣＴ等による調査を活用し学力向上につなげる効果的な指導を実現

12百百万万円円

113百百万万円円

安心して子育てできる雇用環境等の創出

子子育育ててににややささししいい職職場場づづくくりり事事業業費費 11..22億億円円規規模模121百百万万円円

働きやすい職場づくりに取り組む企業に対する支援

拡拡

ポイント

多様な働き方推進事業費補助金

子育てにやさしい職場環境づくりサービス創造補助金
仕事と家庭の両立支援に役立つサービス提供（子連れｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽの運営など）

子連れ出勤のための社内ｽﾍﾟｰｽ整備や在宅勤務・時間単位有給休暇の導入など

経営者の意識改革と男性社員が進んで育休を取得する職場づくりを支援

ワークチェンジ塾の開講

男性育休
の促進

コロナ禍により取組みが進んでいるテレワーク導入については、別途「テレワーク補助金」を新設

23

補
助
金

新新

拡拡
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24

４．文化首都・京都から伝える文化の力

文化首都・京都から伝える文化の力

地地域域文文化化活活性性化化推推進進事事業業費費 11千千万万円円規規模模新新

ＤＭＯに配置し、市町村や地元とも連携

文化観光サポーターの配置により文化観光を推進

地域の伝統芸能や行催事を支える保存会等を伴走支援

ポイント

14百百万万円円

26

日日本本博博府府域域展展開開アアーートトププロロジジェェククトト事事業業費費 44千千万万円円規規模模43百百万万円円拡拡

歴史・風土・生活文化等を題材としたアートプロジェクトを展開
丹後 光のアトリエ

中丹、南丹 空のアトリエ

山城 大地のアトリエ

28

京都産業の強み再構築

新型コロナウイルス感染症対策危機克服会議の設置令和２年５月補正

令和２年１２月 中間とりまとめ

商店街・
小売業 デジタル化の推進や多様な主体の連携による地域課題の解決

ものづくり 市場変化への迅速な対応に必要な企業連携等の促進

観 光 ＩＣＴ技術を活用した新たな観光の推進と地域資源の磨き上げ

食 産 業 イエナカ充実志向等に対応した内食・中食需要への対応

伝統産 業 産地改革の第一歩としてマーケティングを含めた構造改革

文化首都・京都から伝える文化の力

文文化化芸芸術術発発信信強強化化事事業業費費 44千千万万円円規規模模40百百万万円円

令和４年度の文化庁移転に向けた国内外への発信を強化
令和３年度の取組

伝統文化
・生活文化

障害者芸術

世界発信

25

地域文化フェア（仮称） 地域文化サミット（仮称）開催等の機運醸成

伝統文化体験ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ+（仮称） 親子で伝統文化に触れる機会を創出

文化庁主催のイベントと連携し、府全域で障害者芸術を発信

日本におけるフランス祭等、海外との交流事業を開催

北北山山エエリリアア整整備備推推進進事事業業費費 11千千万万円円規規模模新新 15百百万万円円

「北山エリア整備基本計画」に基づく整備に向けた事業スキーム等の検討

憩いの緑と躍動するまちが融合した
「文化創造の森」の創出

＜コンセプト＞

新新

27

５．京都産業の強み再構築

29

京都産業の強み再構築

新新ししいい商商店店街街づづくくりり総総合合支支援援事事業業費費 11..11億億円円規規模模110百百万万円円新新

商店街の多機能化と多様な人材の集積により、
地域コミュニティの中核として再整備

ポイント

AIｽﾋﾟｰｶｰを活用した高齢者向けサービス（困り事相談、災害時の緊急連絡等）

＜支援のイメージ例＞

人流データ分析による密の防止やＩｏＴを活用した巣ごもり消費への対応

危機克服会議「中間とりまとめ」を踏まえた５分野の新事業を展開

商店街・小売業
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30

京都産業の強み再構築

企企業業連連携携型型ビビジジネネスス構構築築事事業業費費 22..22億億円円規規模模新新 220百百万万円円

コロナ禍での市場の変化に対応するため企業の連携を支援

伝伝統統産産業業産産地地再再構構築築事事業業費費 22千千万万円円規規模模新新 25百百万万円円

補助率1/2（設備等経費15％以内）

３つの産地（※）の連携によるマーケット開拓等を支援

連携の主体となる「ｼﾙｸﾃｷｽﾀｲﾙ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ推進ｺﾝｿｰｼｱﾑ」を設置

ポイント

将来ビジョンや産地毎の中期行動計画策定の調査検討を実施

グループ形成のための技術紹介交流会(リアル・オンライン併用)の開催等
新たなビジネス構築のための市場調査・技術開発等の資金支援

※西陣織、京友禅、丹後ちりめん

ものづくり

伝 統 産 業

ポイント

京都産業の強み再構築

世世界界にに伍伍すするるススタターートトアアッッププ支支援援事事業業費費 22千千万万円円規規模模27百百万万円円

世界に伍するスタートアップ企業の創出に向け支援を強化

新新 府市協調

ポイント

アイデアソンなどの起業創出プログラムの増設による起業促進

大型資金調達ピッチ会の開催や海外との相互交流による成長促進

ススママーートトけけいいははんんなな活活動動強強化化事事業業費費 44千千万万円円規規模模40百百万万円円新新

中小企業の技術等を活用し、
スマートシティの実現を強力に推進

ポイント

新たな技術連携等を推進するため、民間企業・行政等が連携する協議会を設置

中小企業の技術等を活用し、コロナ禍にも対応したスマート社会の実現を推進
32

34

６．防災対策等の強化

京都産業の強み再構築

京京ももののブブラランンドド力力向向上上総総合合戦戦略略事事業業費費 11..66億億円円規規模模163百百万万円円新新

京の食文化を体現する最高品質の「京都プレミアム中食」開発を支援

＜開発例＞
食食品品製製造造事事業業者者がが開開発発すするる
「「厳厳選選食食材材総総菜菜セセッットト」」

総菜

＜開発例＞
飲飲食食店店（（料料亭亭））がが開開発発すするる
「「料料亭亭のの味味再再現現ミミーールルキキッットト」」

ミールキット

＜開発例＞
茶茶商商がが菓菓子子店店とと連連携携ししてて開開発発すするる
「「希希少少抹抹茶茶使使用用ププレレミミアアムムススイイーーツツ」」

スイーツ

＜開発例＞
食食品品加加工工事事業業者者がが開開発発すするる
「「機機能能性性京京野野菜菜丸丸絞絞りりジジュューースス」」

健康飲料

31

地地域域のの魅魅力力をを活活かかししたた観観光光振振興興事事業業費費 66千千万万円円規規模模

観光データの分析等により地域の本物の魅力を活かした観光振興を推進
ポイント

＜商品開発想定例＞

60百百万万円円

観 光

食 産 業

新新

観光データの分析（ＳＮＳや位置情報等人流データ等）とこれらを活用した人材の育成

民間の柔軟かつ先進的な発想による新たなアイデアを公募

京都産業の強み再構築

｢｢京京都都ブブラランンドド米米｣｣新新展展開開事事業業費費 77千千万万円円規規模模73百百万万円円

｢京式部｣の本格販売に合わせた重点PR

拡拡

ポイント

「京式部」デビューイベント（１０月頃を予定）

集集落落連連携携１１００００ｈｈａａ農農場場づづくくりり事事業業費費 88千千万万円円規規模模新新

集落連携１００ｈａ農場づくり推進チーム（仮称）により取組地域を伴走支援

「規模拡大による収益性の向上」と「農地の広域管理による効率化」を推進

複数集落を組織化しメガ団地（100ha農場）を形成する営農モデルを構築

ポイント

33
京料理店において｢京式部｣を使った限定メニューを提供するフェアを開催

86百百万万円円

35

防災対策等の強化

水水位位・・氾氾濫濫予予測測シシスステテムム導導入入事事業業費費 11..66億億円円規規模模160百百万万円円新新

６時間先までの水位・氾濫時の浸水範囲を予測するシステムの構築

予測された河川水位や氾濫時の浸水範囲を

府・市町村がリアルタイムで閲覧可能

Ｒ５ 運用開始予定

［市町村による避難情報の発令］

予測情報があることで、従来より早期にきめ細やかな情報発信が可能

氾濫エリアを表示

（アラート表示）
６時間先までの

氾濫区域・浸水深を予測

ポイント

危危機機管管理理セセンンタターー整整備備費費 11千千万万円円規規模模10百百万万円円新新

常設の危機管理センターの整備（基本設計）

Ｒ５ 稼働予定
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防災対策等の強化

安安心心・・安安全全基基盤盤、、道道路路整整備備にによよるる強強靱靱化化 885511..11億億円円規規模模85,114百百万万円円

国の｢５か年加速化対策｣（※）を活用した安心・安全基盤整備等を展開

国道307号
（市辺～奈島（城陽市））

国道423号
法貴バイパス（亀岡市）

谷河川
(福知山市)

福田川
（京丹後市）

事業箇所例
※「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」

36

38

７．魅力ある地域づくり・基盤整備

魅力ある地域づくり・基盤整備

新新生生・・府府立立大大学学構構想想策策定定費費 11千千万万円円規規模模

新新

18百百万万円円

新たな教育研究体制の具体化に向けた調査･検討

別途、耐震性が著しく低い

４号館の解体工事にも着手

新新

40

府府立立医医科科大大学学機機能能整整備備計計画画検検討討費費 55千千万万円円規規模模

教育・研究機能や
医療機能に係る整備計画の検討

52百百万万円円

防災対策等の強化

地地球球温温暖暖化化対対策策総総合合戦戦略略事事業業費費 1166..00億億円円規規模模1,606百百万万円円

2050年度温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、

再エネ導入と省エネ対策等を加速化

拡拡

ポイント

再エネ

省エネ

多様な再エネ導入加速化のための総合補助金の創設
（風力、バイオマス、小水力、太陽熱）

サプライチェーン全体での温室効果ガス削減の取組みを支援
（アドバイザー派遣等）

「地域気候変動適応センター（仮称）」の設置
37

気気候候変変動動適適応応推推進進事事業業費費 11千千万万円円規規模模新新 府市協調 11百百万万円円

魅力ある地域づくり・基盤整備

39

「「海海のの京京都都」」「「森森のの京京都都」」「「おお茶茶のの京京都都」」ＤＤＭＭＯＯ推推進進事事業業費費 22..00億億円円規規模模202百百万万円円拡拡

DMOに地域の実情に応じた専門人材を新たに配置
ポイント

「観光地域づくり法人」から「まちづくり支援法人」へ進化

専門人材の配置により今後、DMOは、地域の課題解決も支援

舞舞鶴鶴国国際際ふふ頭頭ⅡⅡ期期整整備備事事業業費費 99..00億億円円規規模模900百百万万円円

舞鶴国際ふ頭のⅡ期整備に着手（土地造成に向けた護岸整備）

41

官民一体となったデジタル改革の推進
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42

公公共共分分野野ののデデジジタタルル化化

デデジジタタルル改改革革のの推推進進

行行政政手手続続利利便便性性向向上上推推進進事事業業費費 44千千万万円円規規模模

申請から支払いまで行政手続をオンライン化（納税証明書発行等から先行実施）

警警察察行行政政ササーービビスス・・デデジジタタラライイズズ事事業業費費 11千千万万円円規規模模

運転免許更新等予約システムの導入（密の回避と待ち時間を短縮）

次次世世代代型型学学力力・・学学習習状状況況調調査査研研究究事事業業費費 （（再再掲掲）） 11千千万万円円規規模模1122百百万万円円新新

ＩＣＴ等による調査を活用し学力向上につなげる効果的な指導を実現

44百百万万円円新新

新新 15百百万万円円

官官民民連連携携ＤＤＸＸのの推推進進

ススママーートトけけいいははんんなな活活動動強強化化事事業業費費（（再再掲掲）） 44千千万万円円規規模模40百百万万円円新新

地地域域のの魅魅力力をを活活かかししたた観観光光振振興興事事業業費費（（再再掲掲）） 66千千万万円円規規模模60百百万万円円

観光データの分析等により地域の魅力を活かした観光振興を推進

中小企業の技術等を活用しスマートシティの実現を強力に推進

新新

一般会計の歳出予算額１兆350億7,900万円を、行政目的によって分類した目的別内訳は第１

図のとおりで、前年度と比較すると、商工費が896億4,645万円、衛生費が453億7,526万円、総

務費が51億588万円、民生費が15億6,277万円増加する一方、土木費が61億5,487万円、諸支出

金が20億3,708万円、農林水産業費が14億3,793万円減少しています。

一方、性質別内訳を前年度と比較すると、扶助費・補助費等が1,298億9,046万円、物件費が

82億1,401万円増加する一方、普通建設事業費が92億3,671万円減少しました。
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第 １ 図    一般会計予算目的別内訳
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（3）行財政改革の推進

府税収入が、新型コロナウイルス感染症の影響による府内景気の低迷を反映し減収を見込ん

でいることに加え、社会保障関係経費の増など、引き続き厳しい財政運営が続く見通しです。

このため、WITHコロナ・POSTコロナ社会を踏まえ、積極的に事業の見直しを行うとともに、

更なる歳入確保の取組などにより約75億円の行財政改革を行い、財政の健全性が維持されるよ

う配慮しています。

①① 人人件件費費のの減減 （（特特別別職職及及びび管管理理職職のの給給与与カカッットト等等）） ▲▲約約１１８８億億円円

②② 府府民民ニニーーズズにに即即ししたた事事業業のの見見直直しし ▲▲約約４４７７億億円円

③③ 歳歳入入確確保保のの取取組組 （（未未利利用用地地のの売売却却等等）） 約約１１００億億円円

行行財財政政改改革革のの取取組組

持持続続可可能能なな財財政政構構造造のの確確立立
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３　特 別 会 計

特別会計には、営林事業特別会計のほか９会計があり、令和３年度特別会計当初予算は総額

5,224億1,529万円で、前年度（5,677億956万円）に比べ、452億9,427万円、8.0％の減となっ

ています。

当 初 予 算　（特別会計）

（単位　千円）

特 別 会 計 名 称
令和２年度 



令和３年度 



増減

－

対前年度比

/うち府債 うち繰入金

営 林 事 業 201,534 213,581 58,000 78,941 12,047
％

106.0

母子及び父子並びに寡
婦福祉資金貸付事業　 479,142 460,845 36,356 18,178 △18,297 96.2

農業改良資金助成事業等 128,440 187,929 0 1,578 59,489 146.3

中小企業経営基盤強化
資金助成事業　　　　 613,749 198,588 0 15,202 △415,161 32.4

収 益 事 業 15,622,312 19,285,622 0 0 3,663,310 123.4

地 域 開 発 事 業 274,852 83,692 0 83,650 △191,160 30.4

公共用地先行取得事業 637,205 3,183,082 0 3,183,042 2,545,877 499.5

港 湾 事 業 1,168,668 1,822,252 1,190,000 350,499 653,584 155.9

公 債 費 327,211,702 279,055,438 113,370,000 164,386,564 △48,156,264 85.3

国 民 健 康 保 険 事 業 221,371,956 217,924,262 0 13,778,519 △3,447,694 98.4

合 　 　 計 567,709,560 522,415,291 114,654,356 181,896,173 △45,294,269 92.0
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４　府債及び一時借入金

令和２年度末の府債の現在高見込額は、一般会計２兆3,808億8,920万円、特別会計376億

7,953万円、合わせて２兆4,185億6,873万円となっています。

令和３年度の新規借入計画額は、一般会計1,382億8,100万円、特別会計12億8,436万円、合

わせて1,395億6,536万円で、その主なものは、道路事業費120億6,200万円、JR奈良線複線化・

高速化事業費50億2,000万円、新行政棟・文化庁移転施設整備費45億4,300万円、河川事業費45

億2,700万円、府民協働型インフラ保全事業費27億6,800万円、臨時財政対策債675億円等です。

このほか、府債の借換債として1,133億7,000万円を発行することとしています。

また、一時借入金は、1,200億円を最高限度として借り入れができることとなっています。
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府債残高の推移

■ 府債残高（見込）２兆3,809億円のうち、臨時財政対策債を除いた府債残高（見込）
は１兆4,628億円で、府民１人当たり約58万円となります。

 臨時財政対策債を除く府債残高 

R2末
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22,923 23,809
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